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研究成果の概要（和文）：　本研究では、女性学校管理職を育成していくための学校組織に着目して研究を進
め、いかなる組織が女性管理職を増やしていくためには必要であるのかを明らかにすることを目的とした。現職
女性管理職への質問紙調査、インタビュー調査、また男性管理職（現職・経験者）へのインタビュー調査を通
し、校内研修の熱心さ、男女で慣行の差がない、職員集団で議論できる雰囲気などが、女性管理職のキャリアを
支えていることが明らかとなった。ただし、これは女性特有かという点は検討の余地があり、管理職の専門職性
とどのように関連しているのかの検討が必要である。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to focus on the school organization for 
developing female school leaders, and to clarify what kind of organization is necessary to increase 
the number of female leaders.The survey is a questionnaire survey of current female leaders, an 
interview survey, and an interview survey of male managers (current / experienced).It was clarified 
that intent on lesson study, the fact that there is no difference in practices between men and 
women, and the atmosphere in which staff members can discuss with each other support the career of 
female managers.However, there is room for consideration as to whether this is peculiar to women.And
 it is necessary to consider how it relates to the professionalism of managers.

研究分野： 学校経営学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
教職はかねてから男女の差別がなく、平等な職業であると社会的に認知されてきた。しかしながら、女性管理職
の増加は長年の課題であり、近年上昇してきたとはいえ、女性が管理職になることはいくつものハードルを乗り
越えなければならない。そのハードルを取り除くために、教師が力量形成する場である学校組織に着目した研究
はこれまでなされていたとは言いがたい。世界的に見ても、女性管理職が少ないことは、未来の主権者を育てる
職業として適切とは言いがたく、本研究はそうした問題点を克服するひとつの研究になると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 2015 年 10 月、「一億総活躍社会」を安倍総理が表明して以降、女性が社会で活躍することは
政策上の重点課題とされるようになった。内閣府においては、「女性のチャレンジ応援プラン」
（待機児童の解消、再就職支援を強化）が策定され、女性管理職の登用については「女性活躍加
速のための重点方針」において分野ごとに定められている。教育分野においては、女性管理職の
登用数増加に向けた働きかけ（各種研修に女性枠を設定する、女性管理職のロールモデルの活用、
女性管理職のネットワークを形成する、等）が示された。 
男女雇用機会均等法成立以前から、教職は女性にとって給与面等で男女の分け隔てがなく平

等な仕事だと認知されてきた。現在でも、小学校教諭の 62.2％、中学校教諭の 43.3％は女性が
占めている。しかしながら、管理職（本研究においては、校長、副校長、教頭をさす）の数値を
見てみると、2017 年度は、小学校 22.9％、中学校 9.7％である。教諭の割合を考えると、本来
もっと多くの女性が管理職に就いていてもおかしくはないはずである。 
 
２．研究の目的 
女性学校管理職を育成していくための学校組織に着目して研究を進め、いかなる組織が女性

管理職を増やしていくためには必要であるのかを明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（1）先行研究の整理、元女性管理職候補者への調査と男性管理職候補者への調査 
学校組織における人材育成に関する先行研究や女性管理職の育成に関する先行研究を収集し、

分析する。また、女性管理職の育成に関しては、海外の文献を参照して管理職育成、女性管理職
の特徴などについて検討する。 
 
（2）質問紙調査 
 調査対象の X県教育委員会等の協力の下、女性管理職会への会員へ、管理職を志向した経緯や
学校経営上のやりがい、課題、X県の施策に関して質問紙調査を行った。 
 
（3）事例調査 
さらに、４校の学校を X県教育委員会に抽出してもらい、当該学校の校長（校務の関係で難しい
場合は教頭）に学校経営理念や教職員の育成についてインタビューした上で、当該学校の教員に
も管理職の指向性や学校組織に関する質問紙調査を行った。 
 また、X県教育委員会元教育長、義務教育課元課長、義務教育課現課長の３名にも管理職の指
向性や X 県の施策に関してインタビューを行った。 
 
４．研究成果 
４.１.先行研究からの知見と課題 
本研究では、これまで女性教員・管理職のキャリア形成について取り扱っている研究がどのよ

うな事柄に着目して進めてきたのかによって分類をし、成果と課題を明らかにした。まず、先行
研究を次のように分類した。第一に、個人的事情にかかわって考察を進める研究群、第二に、制
度にかかわって考察を進める研究群、第三に、学校組織にかかわって考察を進める研究群である。
結果として、女性教員本人が管理職を志向しないことが問題とされてきたが、本人の意識という
よりも女性教員が女性として背負わされている役割期待があり、それを支える形で男女のキャ
リア形成の差異が生じていることを明らかにした。その改善のため、教育行政のみならず社会的
な制度の改善を求める研究がある一方で、管理職の専門職性を踏まえていかなる人材を養成す
る必要があるのかについての議論は十分ではない。管理職の専門職性についての議論を主軸に
しつつ女性が管理職を志向するための方策を考える必要がある。 
 
4.２.質問紙調査 
4．2．1．実施方法と期間、対象者について 
郵送調査法（対象者が勤務する学校に質問紙と返送用封筒をお送りし、個別にご返送いただく

ようにした）。実施期間は、2018 年 11 月７日～2019 年１月７日である。 
X 県の小中学校の女性管理職 255 名に対し、女性管理職会が把握している名簿をもとに質問紙

を配布した。１名が宛て先不明で戻ってきている。回答者数は、169 名（回収率 66.3％）である。 
 

4．2．2．調査結果 
（１）管理職を志向したきっかけ 
 「管理職を目指したきっかけは何ですか」と複数回答で聞いた。「直属の校長の推薦があっ

たため」が 142 名（84.5％）で最も多く、次いで「先輩女性管理職の影響」65名（38.7％）、「国 
や県、市等が開催する研修を受講する機会を得たため」が 31 名（18.5％）であった。「その他」
18 名（10.7％）では、行政職に任じられたことの他、以前の勤務校の管理職からの声掛け、同世
代の女性が担任を続けるか管理職を目指すかの２方向に分かれていくのをみてじっくりと自分
はどちらがやりたいのか考えるようになったなどの記述がみられた。 



（２）管理職のやりがいと難しさ 
「管理職のどのような点に職務のやりがいを感じますか」と複数回答で聞いた。「子どもや所

属教員の成長に寄与できる」が 125 名（81.7％）で最も多く、次いで「学校運営」89 名（58.2％）、
「学校の教育改善を主導できる」が 88 名（57.5％）となった。 
一方、「管理職の職務のどのような点に難しさを感じますか」との質問（複数回答）には、「所

属教員の指導・育成」に 85 名（54.1％）、次いで「限られた予算」74名（47.1％）、「教育改善の
難しさ」60名（38.2％）となった。「その他」７名（4.5％）では、業務改善と教育改善のバラン
スをとることの難しさを挙げる記述がみられた。 
（３）管理職としてのキャリアを支えたもの 
「先生が管理職就任後、自らのキャリアを歩むうえで何に支えられていましたか」の質問（複

数回答）に対しては、「直属の管理職」91 名（58.0％）、次いで「家族」90 名（57.3％）、「同僚
の（同僚だった）教諭」79 名（50.3％）が続いた。「その他」15 名（9.6％）では、同期の管理
職を挙げる記述の他、かつての直属の管理職、先輩女性管理職を挙げる記述が続いた。 
（４）管理職としての人材育成に関する自由記述 
教員の大量退職とそれに伴う若手の増加にかかわって、ベテランから若手教諭への指導体制

をつくっていくことや、年齢や性別にかかわらず、一人一人が活躍できるようにする、ワークラ
イフバランスに配慮した環境づくりなどの記述がみられた。 
（５）これまでの勤務校の雰囲気や取り組みとの関係 
「ご自身が管理職としてのキャリアを歩むうえで、自らを支えた所属校の雰囲気や取り組み

として、当てはまる数字に〇をつけてください」とし、「とてもあてはまる」、「あてはまる」、「あ
まりあてはまらない」「全くあてはまらない」の４件法で回答を求めた。 
「１同僚と職務に関係のない雑談ができる」、「２同僚と教材や授業方法について相談できる」、

「３同僚と職務に関する悩みを相談できる」、「７教頭・副校長と職務に関する悩みを相談でき
る」、「13 校内研究が熱心な学校だ」、「15 地域住民は学校の教育活動に関心が高い」、「17 保護
者は学校の教育活動に関心が高い」、「22 年次休暇や特別休暇の取得に理解がある」は、「とても
あてはまる」、「あてはまる」をあわせた回答数が過半数を超えている。 
（６）学校外の出来事とキャリアに関する自由記述 
子育てや介護など家庭のことを挙げる記述の他、内地留学や海外派遣、研修会といった OffJT を
挙げる記述、他職種の人々とのかかわり、東日本大震災、児童の死を経験しての物事の捉え方が
変化したといった記述がみられた。 
（７）女性管理職会での活動とキャリアに関する自由記述 
先輩女性管理職の講話から感銘を受けた、横のつながりができる中で努力している姿や励まし
が支えとなった、といった趣旨の回答が多くみられた。一方、今の時代に女性のみで集まる必要
があるのか、またその運営に関し学校での業務以外に、やらなければいけない業務が増えている、
先輩女性管理職からの指導に心を痛めたといった趣旨の回答もみられた。 
（８）本県の制度に関して 
 最後に、本県の施策として①小中学校の女性管理職 20％以上、②年休取得 14日間と時間外勤
務を平成 27 年度比１割減、③男性職員の育休等のいずれかの制度利用を 100％、育児休業 13％
とする、の３つについて、必要性を５件法（とてもある、まあまあある、あまりない、まったく
ない、なんともいえない）から選択し、その理由について述べていただいた。いずれの質問につ
いても、制度の必要性が「まあまあある」65 名（38.5％）、「とてもある」46 名（27.2％）とな
り、必要性については肯定する意見が半数を超えた。 
 ①の理由では、「本県の女性管理職はまだまだ少ないため数値目標が必要である」、「男性優 
位の社会であるので、数値目標が必要である」、「職員に女性が多いので理解するためにも必要」
といった趣旨の回答が見られた。一方、「男性女性に関わらず力がある方が管理職となれるよう
にするべきである」、「男女それぞれ管理職の良さがある」、「女性だからという理由のみで登用さ
れるべきではない」といった趣旨で、数値目標の必要性について「なんともいえない」や「あま
りない」を選択されている回答も見られた。 
②の理由では、「年休取得は権利であるので、促進するべきである」、「休みにくさの解消につな
がる」といった趣旨の回答と、「十分な人員配置や仕事の軽減がなければ到底達成できない」「数
字に根拠を付けるべき」といった趣旨の回答が見られた。 
③の理由も、②と関連して、「利用できる制度として周知を促すために必要」、「自分の子ど 
もを大切にすることができなければ目の前の子どものことも大切にはできないと思う」といっ
た趣旨から数値目標の設定が必要であるとの回答がある一方、そもそも「個々の家庭の問題で数
値目標は違うのでは」との記述があった。また、「利用してほしいと思うが、代わりの講師が見
つからない」、「個々の学校の職員構成によってさまざまな不都合が生じる可能性がある」といっ
た人材不足に起因して「なんともいえない」や「あまりない」を選択している記述が目立った。 
 
4．3．事例調査 
4．3．1．調査対象者 
X 県教育委員会のご協力を賜り、男性管理職２名、女性管理職２名へのインタビュー調査を行

った。また、管理職経験があり、現在は大学の教員を務める男性１名へのインタビューも行った
（表 1）。 



表 1 インタビュー対象者の主なプロフィール 

対象者（仮称） 主なプロフィール（年齢は当時） 

A 男性。小学校校長。行政経験あり。59歳 

B 男性。中学校校長。行政経験あり。58歳 

C 男性。元小学校校長。行政経験あり。62歳。 

D 女性。中学校校長。行政経験あり。58歳 

E 女性中学校教頭。行政経験なし。48 歳 

インタビューでは、①管理職をいつごろから志向したのか、②学校経営で大切にしていること
は何か、③人材育成（教員の指導）についてどのような方針を持っているのか、④女性管理職を
適正に増やすためにはどのような取り組みが必要と考えるか、の大きく５点を質問として提示
して、半構造化インタビューの形式をとった。 
 
4．3．2．考察 
（１）管理職の志望理由とこれまでの勤務校との関係について 
 女性の場合、直属の校長の推薦が最も多いが、教育改善のためといった観点から志向した対象
者はそれほど多くない。一方、選択肢には、「採用時からなりたいと考えていたため」を用意し、
結果として５名が選択している。「その他」では他の女性教員のキャリア選択を見て自身のキャ
リアについて考えている。 
 対してインタビュー調査では、指導主事に任じられたことや学校での職務遂行を通して管理
職を志望するようになったことがうかがえた。その背景には、男性の場合には子どもと離れる辛
さや教職と行政職の辛さといった、大きく括れば教師と管理職の職務の差異に起因する葛藤で
あるのに対し、女性の場合には勤務校での扱われ方の差（D 校長）、行き詰まりをきっかけにし
て女性のキャリアが二手に分かれていると感じた（E教頭）といった事柄があった。 
 D 校長、E教頭のいずれも、キャリアのきっかけとなったのは管理職の働きかけであった。こ
のインタビュー結果からも、質問紙調査で直属の校長の推薦が最も選択されていくことを説明
できるのではないだろうか。 
一方で、C元校長が、力のある女性教員に対して、キャリア選択のタイミングについてしっかり
と説明をしていくことで、女性教員にはどのようなキャリアが選択できる可能性があるのかを
知ったうえで決断ができると話しているように、直属の校長の声掛けの内容が非常に重要とな
ることも明らかであろう。 
 
（２）自らを支えた所属校の雰囲気や取り組み 
自らを支えた所属校の雰囲気や取り組みのうち、80％以上か同程度を示した項目のうち、学校の
様子を示していると考えられる質問 13「校内研修が熱心な学校」、質問 19「男女で慣行の差がな
い」、質問 21「職員集団で議論できる雰囲気」、質問 22「年次休暇や特別休暇の取得理解」と他
の質問との相関をみた。その結果からは、主に同僚との関係、管理職の在りよう、保護者や地域
住民の教育理解、男女の慣行の差がないことに相関がみられた。特に同僚との関係については、
D校長が教諭時代にも指導主事時代にも感じた、同僚との関係が良いのかどうかで子どもへの指
導の質が変わってくる、そしてその際に管理職の適度な距離があることがかかわっていたこと
とも重なると考える。また C 元校長が女性の場合には、子どもたちのために取り組む校内研究
は、取り組みやすく、中心になっていく活動であると述べている。この点から見て、質問 13 と
質問 21は、互いに相関がある説明ともなろう。４項目いずれも重要ではあるが、特に質問 13 と
21 については、特に女性管理職育成に関してより検討していく必要がある。 
さらに、地域住民や保護者の教育理解については、今回の質問紙ではその具体をつかめなかった
ものの、C元校長によれば、管理職としてのキャリアを考えた際、学年主任や、小学校では総合
的な学習の時間の担当などになると、地域の方とのかかわりは増え、その中で様々な影響を受け
ること等があると述べている。こうした視点で今後さらに検討を進める必要がある。 
 
（３）女性管理職会について 
 髙野（2006）や楊（2018）などの先行研究によれば、女性管理職会も女性管理職の増加に貢献
してきたとされてきた。実際に、今回のアンケートにおいても講話や研修会が自らを勇気づけて
きたとする回答がみられた。一方で、少数とはなるが、この時代に女性だけで集まる必要がある
のか、業務が負担となっている、厳しい指導を受けて心が痛んだ旨の記述がみられた。 
 また、A校長、B校長からは女性管理職会に対する疑問の声もきかれた。こうした指摘は、女
性同士特有の難しさと、X県の女性管理職会の運営の問題、さらに学校が昨今置かれている働き
方に起因する問題それぞれが関係していると考えている。実際に、働き方改革にかかわっては、
多くの対象者から政策と現実のはざまで苦慮している旨の自由記述がみられた。教諭としての
キャリアへの影響はもとより、管理職の職務内容にもさまざまな観点で変化がもたらされてお
り、この点も含めて研究課題に関する分析・考察をしていく必要がある。 



 
（４）管理職の職務について 
 B 校長からは、管理職の職務に関し、その人だからこそできる仕事を見出して職務を遂行して
いけばいいのではないか、またそれは性差というよりも管理職の仕事そのもののありように関
わっていくことなのではないか、と発言があった。特に教頭の場合、膨大な業務をこなさなけれ
ばならない現状がある。その業務の中には、施設の管理や修繕も含まれることが多いが、もしで
きない場合には何かと代替しながら取り組めばよいのだ、ということである。こうした教頭職の
問題については、本来の職務とは何であるのか、どのように精選すべきといった点について、議
論がなされてきたが、女性管理職の登用や働き方改革との関連によって、本当に教頭・校長が取
り組むべき課題は何なのか、専門職性のありようを問うている。今後、こうした観点でも検討を
進める必要がある。 
 
5．今後の課題 
 第一に、質問紙調査のデータは今回限定的な項目の相関を求めたのみであったため、今後は調
査対象者を増やし、多変量解析による主成分分析を行って今回検討できていない傾向があるか
を確認していきたい。 
第二に、考察で述べたように、特に女性教員にとって直属の管理職の助言の内容は非常に影響を
与えている。こうした直属の校長の助言については、杉山他（2004）でも指摘があるものの、具
体的にどのような助言なのかは明示されてこなかった。今回のインタビューで聞きとった内容
を精緻に分析する必要がある。 
第三に、女性であると管理職の職務遂行に限界があると考えるよりは、管理職の職務とは何であ
るのかを考えて取り組む必要があるとの趣旨の発言が B校長からなされた。このような、そもそ
もの管理職の職務について考察していくことも必要である。 
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